	実施状況
	1981年開始
2009年：309万人（全人口の6.3％）に普及

2012年10月：仁川市（人口270万）の一部地区（約80万人）で開始。

（米軍基地でも実施中）
	現在実施なし
過去3ヶ所で実施したが、いずれも中止
（米軍基地は実施）

	中央政府
	法律
1995年に施行された国民健康増進法に水道水フロリデーションが明記
2000年に施行された口腔保健法に水道水フロリデーションが明記
支援
水道水フロリデーション実施の際、国が水道水フロリデーション装置、設置費用の70％以上負担、実施後のフッ化物購入費の70％以上負担＊
＊：2009年以前は50％以上
	法律
2000年に施行された健康増進法、2012年に施行された歯科口腔保健法、その他の法律に水道水フロリデーションに関する記載なし。
支援
2000年、厚生省（現厚生労働省）は水道水フッ化物添加法について市町村からの要請があった場合、技術支援をすることを表明
水道水フロリデーションの費用負担等の援助はなし。

	地方自治体
	旧昌原市の例
水道水フロリデーションに関する住民調査が実施され（賛成約60％、反対約5％）、その後、水道水フロリデーションに熱心な議員が他の議員の同意を求め、議会で実施が議決された（投票ではない）。
	韓国の地方自治体のシステムと同等なことから、水道水フロリデーション導入の際に参考になる。

	住民
	水道水フロリデーションに関する住民意識調査は、賛成約60％、反対約5％
	・吉川市民祭り参加者（2008年、239名）70.3%はﾌﾛﾘﾃﾞｰｼｮﾝ実施に賛成

・冨岡甘楽地区における住民調査（2009年、1～4歳児保護者1,006名）、地区により76.4%～86.6%はﾌﾛﾘﾃﾞｰｼｮﾝ水利用したい。

	推奨団体
	大韓歯科医師協会
大韓医師協会
環境運動連合（2005年安全性に問題なし）
（韓国で最も影響力のある環境運動団体）
	・厚生労働省（2000年）「水道水フッ化物添加法について市町村からの要請があった場合、技術支援を行う。」

・日本歯科医師会（2002年）「フッ化物応用（水道水フッ化物添加）に関する見解」
・日本口腔衛生学会（2002年）「今後のわが国における望ましいフッ化物応用への学術支援」、（2011年）第60回総会テーマ「健康社会と水道水フロリデーションを目指して」

	水道事業者
	以前は粉末タイプだったが、最近は運搬、タンク注入操作、濃度調整の簡便さから液状タイプのケイフッ化水素酸を使用。フッ化物濃度調整は、塩素濃度の調整と同程度の技術で、簡単である。
	塩素注入以上の技術的問題は無いこと、どこの国でも同じと思われるが、日本の水道事業者はそのように認知していない。
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